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令和元年度決算の状況 

 
令和元年度決算は、一般会計の歳入総額は６４億１，８３０万１千円、歳出

総額は６１億６，５５４万９千円となり、一般会計及び各特別会計ともに黒字とな

りました。 

また、地方公共団体財政健全化法の施行により、平成１９年度決算から公

表が義務付けられた健全化判断比率は、実質公債費比率が１３．１％、将来負

担比率が１１８．２％で、いずれも早期健全化の基準値（実質公債費比率２５％

以上、将来負担比率３５０％以上）内となりました。 

町 の貯 金 とも いう べき財 政 調 整 基 金 の 年 度 末 現 在 高 は、 前 年 度 末 よ り 

９，１２２万６千円減り、７億１，３６３万４千円となりました。 

町全体の町債（借入金）の年度末残高は１０７億４，７４０万１千円となり、前

年度末より１億１，９２４万８千円の減額となりました。 

 
 

用語解説                      ２～４  
 

Ⅰ 令和元年度西会津町歳入歳出決算総括表       ５  
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２．歳出決算額の状況    ・・・・・・・・   ８～９  
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用 語 解 説 
 
１．会計の種類 

 

一般会計   町の基本的な行政運営を行うための会計。特別会計以外の経費を処理する。 
 

特別会計   特定の収入で特定の支出を賄うために独立してつくられた会計。 
 
 
２．歳入 

 

一般財源   使いみちが決められていない自由に使える収入。（町税、地方交付税など） 
 

特定財源   特定の事業に充てなければならない収入。（国・県支出金、町債、負担金など） 
 

自主財源   町が自らの手で徴収又は収納できる収入。（町税、分担金及び負担金、使用料及び

手数料など）  
 

依存財源   自主財源以外の収入。（国や県から交付される収入、地方交付税、国県支出金など） 
 

普通交付税  全国どこの市町村に住んでいても一定水準の行政サービスが受けられるよう、国

が一定の基準によりお金を交付するもの。 
 

特別交付税  普通交付税で交付されない市町村ごとの特徴的な事業や、実情により交付される

もの。本町では、ケーブルテレビ運営費や町民バス運行費、除雪費などの経費が

交付されている。 
 
 
３．歳出 

 

目的別決算額 行政活動のどの分野にどれだけのお金を使用したかを表すもの。（総務費、民生費、

農林水産業費、土木費など） 
 

性質別決算額 行政活動のどのような性質にお金を使用したか表すもの。（人件費、扶助費、公債

費など）｢その他の経費｣には、物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及

び出資金、貸付金、繰出金などがある。 
 

経常収支比率 町税、普通交付税のように使いみちが特定されてなく、毎年度経常的に収入され

る一般財源（経常一般財源）のうち、人件費や扶助費、公債費のように毎年度経

常的に支出される経費に支出されたものが占める割合で、財政構造の弾力性を表

す指標。この比率が高くなるほど財政構造が硬直化しており、経常的経費の抑制

に努める必要がある。 
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４．決算収支の状況 

 

翌年度へ繰り 町の会計は年度毎に決算を行うため、実施している事業が当該年度内に完了しな

越すべき財源 かった場合に、翌年度において支出するための金額。 
 

実質収支   歳入歳出差引額から、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた純剰余金。 
 

単年度収支  当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた金額で、町の当該年度の

みの実質的な収入と支出の差額（前年度までの収支の累積を考慮しないもの）を

表すもの。 
 

実質単年度  単年度収支の中には財政調整基金への積立といった実質的黒字要素や財政調整基 
収支     金からの取崩しといった実質的赤字要素が含まれているので、これらの要素を除 

いた場合の単年度の収支状況を表すもの。 
 

財政調整基金 町の貯金。予算に不足が生じた場合は取崩しを行ない、余裕ができた場合に積立

をする。 
 
 
５．財政指数の状況 

 

財政力指数  歳入の自主性・自立性を示す指標。標準的な行政を行うのに必要な経費（基準財

政需要額）に自前の財源（基準財政収入額）でどれだけ対応できるかを表してお

り、過去３年間の平均値により算出する。この数値が「１」に近く、あるいは「１」

を越えるほど財源に余裕があるといえる。 
 

実質収支比率 決算収支の状況を表すもの。長期的な財政収支の均衡や健全性を保持していくに

は、実質収支を一定の黒字幅に保っていく必要があるが、一般的にはこの実質収

支比率が３～５％の範囲にあるのが望ましいとされている。 
 

経常一般財源 標準財政規模（※）に対する経常一般財源の割合。この数値が｢１００｣を越える

比率     度合いが高いほど財源に余裕があり、歳入構造に余裕がある。 
       ※その町が標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の規模。 

 
 
６．公債費比率等の状況 

 

公債費比率  公債費の一般財源に占める割合。 
 

準公債費比率 公債費比率に債務負担行為（※）に基づく当該年度支出額の内の一般財源等で支

出する金額を加算した、実質的な借入金の返済の負担状況を表す指標であり、特

に公債費比率との乖離が大きい場合は注意が必要。 
        ※公債費以外で町が将来負担する金額。複数年で契約した工事など。 
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公債費負担  公債費に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合。率が高いほど財政運

比率     営の硬直化の高まりを示し、１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされる。 
 

地方債年度末 一般会計の各年度末（翌年３月３１日現在）における借入金の金額。 
現在高 

 
 
７．健全化判断比率等の状況 

 

健全化判断  平成１９年度決算より財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要

比率     性を判断する指標として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、 
       将来負担比率の４つの財政指標により判定する。 

また、資金不足比率とともに監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表し 
なければならない。 

 

実質赤字比率 一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標。 
 

連結実質赤字 すべての会計の赤字や黒字を合算し、全体としての赤字の程度を指標化し、財政

比率     運営の深刻度を示す指標。 
 

実質公債費  公営企業や一部事務組合等の元利償還金等も含め、町の借入金（地方債）の返済

比率     額（公債費）の規模を町の財政規模に対する割合で表したもので、町が実質的に 
       負担する借入金返済の状況を示す指標。（過去３ヵ年の平均値で表す） 

 

将来負担比率 公営企業や一部事務組合等の元利償還金等も含め、町の借入金（地方債）や職員

の退職手当など、現在抱えている将来へ渡る負債の規模を町の財政規模に対する

割合で表したもので、将来負担の財政への圧迫状況を示す指標。 
 

資金不足比率 公営企業が赤字決算となった場合に、料金収入に対して資金の不足額がどの程度      

あるのかを示す指標。 



（単位：千円）

№ 歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

1 6,418,301 6,165,549 252,752

2 60 0 60

3 9,419 2,565 6,854

4 209,734 200,528 9,206

5 135,055 130,624 4,431

6 52,045 51,808 237

7 96,578 96,469 109

事 業 勘 定 853,133 841,366 11,767

診療 施設 勘定 303,421 283,820 19,601

9 1,229,116 1,186,275 42,841

10 102,028 97,591 4,437

9,408,890 9,056,595 352,295

会 計 名

一 般 会 計

工 業 団地 造成事業特別会計

住 宅 団地 造成事業特別会計

計

Ⅰ．令和元年度西会津町歳入歳出決算総括表

簡 易 水 道 等 事 業 特 別 会 計

下 水 道 施 設 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理事業特別会計

個 別 排水 処理事業特別会計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

8

国 民 健康 保険

特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計
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Ⅱ．一般会計

１．

決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率

7,301,658 △ 4.8 6,359,659 △ 17.1 6,418,301 0.9

（単位：千円・％） （単位：千円・％）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１． 619,427 8.5 616,612 9.7 611,757 9.5

２． 87,037 1.2 87,646 1.4 92,657 1.4

３． 699 0.0 625 0.0 304 0.0

４． 1,485 0.0 1,118 0.0 1,497 0.0

５． 1,396 0.0 876 0.0 732 0.0

６． 110,687 1.5 116,708 1.8 113,603 1.8

７． 20,742 0.3 19,526 0.3 9,717 0.2

８． 920 0.0 928 0.0 13,987 0.2

９． 2,970,594 40.7 2,827,801 44.4 2,975,272 46.4

10． 756 0.0 667 0.0 634 0.0

11． 15,614 0.2 3,307 0.1 3,048 0.1

12． 150,765 2.1 153,736 2.4 152,525 2.4

13． 554,164 7.6 336,692 5.3 339,796 5.3

14． 518,746 7.1 481,341 7.6 482,406 7.5

15． 94,575 1.3 10,980 0.2 14,771 0.2

16． 2,664 0.0 11,345 0.2 29,744 0.5

17． 1,101,742 15.1 619,587 9.7 535,098 8.3

18． 214,982 3.0 348,191 5.5 217,834 3.4

19． 83,363 1.1 60,873 1.0 60,169 0.9

20． 751,300 10.3 661,100 10.4 759,700 11.8

21． － － － － 3,050 0.1

7,301,658 100.0 6,359,659 100.0 6,418,301 100.0

平 成 ２ ９ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

令 和 元 年 度

歳入決算額の状況

区 分

町 債

区 分

合 計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

地 方 消 費 税 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

歳 入

環 境 性 能 割 交 付 金

平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ３ ０ 年 度
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〔財源構成の状況〕

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

一 般 財 源 5,001,149 68.5 4,656,019 73.2 4,762,363 74.2

特 定 財 源 2,300,509 31.5 1,703,640 26.8 1,655,938 25.8

7,301,658 100.0 6,359,659 100.0 6,418,301 100.0

自 主 財 源 2,283,132 31.3 1,824,631 28.7 1,624,946 25.3

依 存 財 源 5,018,526 68.7 4,535,028 71.3 4,793,355 74.7

決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率

2,529,675 △ 3.4 2,482,490 △ 5.2 2,625,429 5.8

440,919 7.5 345,311 △ 15.8 349,843 1.3

2,970,594 △ 1.9 2,827,801 △ 6.6 2,975,272 5.2

40.7 - 44.4 - 46.4 -

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

区 分

区 分

〔地方交付税の推移〕

（歳入総額に占める割合）

普 通 地 方 交 付 税

特 別 地 方 交 付 税

合 計

合 計

平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ３ ０ 年 度
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２．

決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率 決 算 額 増 減 率

6,953,467 △ 6.8 6,141,825 △ 17.7 6,165,549 0.4

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１． 議 会 費 92,091 1.3 92,837 1.5 88,397 1.4

２． 総 務 費 2,242,730 32.3 1,625,823 26.5 1,643,779 26.7

３． 民 生 費 1,075,214 15.5 1,039,702 16.9 1,029,040 16.7

４． 衛 生 費 540,839 7.7 419,422 6.8 432,723 7.0

５． 労 働 費 6,176 0.1 184 0.0 154 0.0

６． 農 林 水 産 業 費 489,475 7.0 516,700 8.4 516,115 8.4

７． 商 工 費 109,303 1.6 102,025 1.7 105,170 1.7

８． 土 木 費 1,016,422 14.6 783,534 12.7 651,072 10.5

９． 消 防 費 242,445 3.5 313,247 5.1 374,752 6.1

10． 教 育 費 366,739 5.3 460,040 7.5 479,161 7.8

11． 災 害 復 旧 費 19,413 0.3 28,441 0.5 45,142 0.7

12． 公 債 費 752,620 10.8 759,870 12.4 800,044 13.0

6,953,467 100.0 6,141,825 100.0 6,165,549 100.0

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

合 計

区 分

歳 出

区 分

〔目的別決算額〕

歳出決算額の状況

平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度
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〔性質別決算額〕

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

人 件 費 909,335 13.1 946,674 15.4 922,031 14.9

扶 助 費 402,100 5.8 395,337 6.4 386,461 6.3

公 債 費 752,620 10.8 759,870 12.4 800,044 13.0

小 計 2,064,055 29.7 2,101,881 34.2 2,108,536 34.2

普 通 建 設 費 1,693,272 24.3 1,006,801 16.3 1,021,899 16.6

災 害 復 旧 費 19,413 0.3 28,441 0.5 46,715 0.7

小 計 1,712,685 24.6 1,035,242 16.8 1,068,614 17.3

3,176,727 45.7 3,004,702 49.0 2,988,399 48.5

6,953,467 100.0 6,141,825 100.0 6,165,549 100.0

0.7

3.5

8.9

21.7

16.0

93.6

平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ３ ０ 年 度

25.5

17.3

補 助 費 等

公 債 費

繰 出 金

合 計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

合 計

〔経常収支比率〕

区 分

義

務

的

経

費

投

資

的

経

費

区 分

そ の 他 の 経 費

平 成 ２ ９ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

24.1

14.3

1.4

4.2

9.0

21.2

15.3

89.5

（単位：千円・％）

令 和 元 年 度

（単位：％）

令 和 元 年 度

23.7

16.3

0.5

3.5

8.8

22.1

15.2

90.1
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３．決算収支の状況

（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

7,301,658 6,359,659 6,418,301

6,953,467 6,141,825 6,165,549

348,191 217,834 252,752

138,989 16,327 70,629

209,202 201,507 182,123

48,682 △ 7,695 △ 19,384

408,103 382,836 397,939

0 0 0

542,203 515,090 489,164

△ 85,418 △ 139,949 △ 110,609

４．財政指数の状況

（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

※財政力指数は単年度の数値

0.206

6.0

経 常 収 支 比 率
(

経常経費充当一般財源

)
経 常 一 般 財 源

)

H

I

経常一般財源比率
(

経常一般財源収入額

)
標 準 財 政 規 模

繰 上 償 還 金

基 準 財 政 収 入 額

実 質 単 年 度 収 支 F + G + H - I

(

実 質 収 支

)
標 準 財 政 規 模

基 準 財 政 需 要 額

実 質 収 支 比 率

C (A - B)

B

翌年度に繰り越すべき財源

財 政 力 指 数
(

実 質 収 支

単 年 度 収 支

財 政 調 整 基 金 積 立 金

区 分

財 政 調 整 基 金 取 崩 額

D

E (C - D)

F (E - 前年度E)

G

区 分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

A

0.185

5.3

100.4

90.1

96.9

89.5

0.215

5.8

96.2

93.6
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５．公債費比率等の状況

（単位：千円・％）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

6.2 6.3 7.0

6.4 6.4 7.0

14.9 16.2 16.6

7,561,518 7,503,990 7,497,603

76.4% 76.0% 74.5%

5,777,000 5,703,032 5,585,714

1,784,518 1,800,958 1,911,889

(23.6%) (24.0%) (25.5%)

453,290 480,928 492,839

（17） （1,788） （1,407）

（単位：％）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

実 質 赤 字 比 率 （15.00） － － －

連結実質赤字比率 （20.00） － － －

実 質 公 債 費 比 率 （25.00） 11.9 12.5 13.1

将 来 負 担 比 率 （350.00） 111.4 115.6 118.2

資 金 不 足 比 率 （20.00） － － －

（　　）は、早期健全化基準値

６．健全化判断比率等の状況

区 分

公 債 費 負 担 比 率

普 通 交 付 税 算 入 額

実 質 一 般 財 源 負 担 額

（ 負 担 率 ）

債 務 負 担 行 為 翌 年

度 以 降 支 出 予 定 額

準 公 債 費 比 率

地 方 債 年 度 末 現 在 高

地 方 債 償 還 額 に 占 め る

普 通 交 付 税 算 入 率

（うち公債費に準じるもの）

区 分

公 債 費 比 率

－ 11 －



「地方公共団体財政健全化法」におけるな健全化判断比率等

（単位：％）

早期健全化①

(経営健全化)

財政再生②

実 質 赤 字 比 率 15％以上 20％以上 －

連 結 実 質 赤 字 比 率 20％以上 30％以上 －

実 質 公 債 費 比 率 25％以上 35％以上 13.1％

将 来 負 担 比 率 350％以上 118.2％

資 金 不 足 比 率 20％以上 －

【警戒ライン基準】

　①早期健全化対象団体：自主的な改善努力による「財政健全化計画」の策定

　　　　　　　　　　　　資金不足比率が基準値以上となった場合は公営企業の「経営健全化計画」を策定

　②財政再生団体：国の関与を伴う「財政再生計画」の策定

項 目 解 説

警 戒 ラ イ ン 基 準 令和元年度

西会津町の比

率

公営企業が赤字決算となった場合に、料金収入に対して資金の不足額がど

の程度あるのかを示す指標。

一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標。

すべての会計の赤字や黒字を合算し、全体としての赤字の程度を指標化し、

財政運営の深刻度を示す指標。

公営企業や一部事務組合等の元利償還金等も含め、町の借入金（地方債）

の返済額（公債費）の規模を町の財政規模に対する割合で表したもので、町

が実質的に負担する借入金返済の状況を示す指標。（過去３ヵ年の平均値

で表す）

公営企業や一部事務組合等の元利償還金等も含め、町の借入金（地方債）

や職員の退職手当など、現在抱えている将来へ渡る負債の規模を町の財政

規模に対する割合で表したもので、将来負担の財政への圧迫状況を示す指

標。

－ 12 －



　　〔土地・建物〕 （単位：㎡）

前 年 度 末 年度中増減 今 年 度 末 前 年 度 末 年度中増減 今 年 度 末

10,550 0 10,550 4,368 0 4,368

そ の 他 の 警 察 （ 消 防 ） 施 設 1,273 0 1,273 2,540 0 2,540

行 政 機 関 そ の 他 の 施 設 0 0 0 23 0 23

学 校 84,101 0 84,101 13,834 14,010 27,844

公 営 住 宅 17,363 0 17,363 7,490 0 7,490

公 園 160,364 0 160,364 5,049 0 5,049

そ の 他 の 施 設 288,454 0 288,454 85,274 △ 2,278 82,996

1,802,747 0 1,802,747

49,806 0 49,806

2,414,658 0 2,414,658 118,578 11,732 130,310

　　〔基　金〕

区 分 （単位）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

土　　地 （ ㎡ ）

出資証券 （千円）

現　　金 （千円）

債　　務 （千円）

貸 付 金 （千円）

現　　金 （千円）

牛 （ 頭 ）

現　　金 （千円）

債　　務 （千円）

生 活 援 助 貸 付 基 金

9,346 3 9,349

1,940

22,461 △ 473 21,988

4

5,878 △ 1,909 3,969

3 1

8,826

717 0 717

476

7,209

16,035 △ 214 15,821

1,940

土 地 開 発 基 金

641 △ 165

生 き が い 福 祉 基 金 5,746 1,463

小 中 学 校 交 流 基 金 11,045 △ 2,219

0

庁 舎 整 備 基 金 19,558 △ 5,847 13,711

ふ る さ と 振 興 基 金 10,750 △ 10,750 0

今 年 度 末 現 在 高

財 政 調 整 基 金 804,860 △ 91,226 713,634

減 債 基 金 15,000 15,000 30,000

山 林

原 野 そ の 他

合 計

基 金 名 前 年 度 末 現 在 高 年 度 中 増 減 高

Ⅲ．財産の状況

区 分

土 地 （ 地 積 ） 建 物 （ 延 床 面 積 ）

本 庁 舎

公 共 用

財 産

肉 用 牛 特 別 導 入 事 業 基 金

850 △ 850 0
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区 分 （単位） 今 年 度 末 現 在 高基 金 名 前 年 度 末 現 在 高 年 度 中 増 減 高

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

現　　金 （千円）

新 田 正 夫 教 育 振 興 基 金 7,580 △ 1,398 6,182

0

下水道排水設備工事費貸付基金 12,740 3 12,743

東 日 本 大 震 災 復 興 基 金 701 701

国 民 健 康 保 険 運 営 基 金 15,157 8,387 23,544

介 護 給 付 費 準 備 基 金 49,747 △ 30,696 19,051

△ 4,000 0

△ 9,222 80,806

高 額 療 養 費 支 払 資 金 貸 付 基 金 4,000

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 0 5,759 5,759

み ん な で 創 る 未 来 基 金 90,028

－ 14 －



Ⅳ．町債（借入金）の年度末現在高と町の負担額

(単位：千円）

平 成 25 年 度

末 現 在 高

平 成 26 年 度

末 現 在 高

平 成 27 年 度

末 現 在 高

平 成 28 年 度

末 現 在 高

平 成 29 年 度

末 現 在 高

平 成 30 年 度

末 現 在 高

令 和 元 年 度

末 現 在 高

6,924,675 7,167,967 7,233,856 7,513,648 7,561,518 7,503,990 7,497,603

1 下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,324,085 1,286,282 1,243,569 1,176,784 1,107,101 1,041,484 1,001,037

2

農 業 集 落 排 水 処 理

事 業 特 別 会 計

1,015,869 963,082 906,696 848,747 790,484 734,956 695,611

3

個 別 排 水 処 理 事 業

特 別 会 計

122,909 129,944 136,892 140,246 142,776 147,637 153,588

4

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

〔 診 療 施 設 勘 定 〕

205,006 217,454 233,843 245,922 290,997 311,619 324,169

5

簡 易 水 道 等 事 業

特 別 会 計

293,860 269,762 241,950 217,853 194,386 184,307 197,528

2,961,729 2,866,524 2,762,950 2,629,552 2,525,744 2,420,003 2,371,933

1,328,108 1,246,299 1,162,136 1,075,552 1,005,666 942,656 877,865

11,214,512 11,280,790 11,158,942 11,218,752 11,092,928 10,866,649 10,747,401

（単位：千円・％）

100.0 103.5 104.5 108.5 109.2 108.4 108.3

100.0 100.6 99.5 100.0 98.9 96.9 95.8

(58.2%) (62.1%) (62.6%) (62.8%) (62.6%) (62.5%) (61.9%)

6,526,846 7,005,371 6,985,498 7,045,376 6,944,173 6,791,656 6,652,641

(41.8%) (37.9%) (37.4%) (37.2%) (37.4%) (37.5%) (38.1%)

4,687,666 4,275,419 4,173,444 4,173,376 4,148,755 4,074,993 4,094,760

※ 返済金の一部が地方交付税で交付されることから、町の実質負担額は概ね３７～４４%程度となります。

合計のうち、地方交付税で交付が

見込まれる額

町の実質負担額　※

区 分

一 般 会 計 ①

特 別 会 計 合 計 (1 ～ 6 の 計 ) ②

水 道 事 業 会 計 ③

合 計 ( ① + ② + ③ )

平 成 25 年 度 末 を 100 と し た 場 合の

各 年 度 末 残 高 割 合

一 般 会 計

合 計
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